
第４ 【経理の状況】 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則」(平成 19 年内閣府令第 64 号)第 93 条の規定により、国際会計基準第 34 号「期中財務

報告」に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成 2

8 年 12 月１日から平成 29 年２月 28 日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成 28 年 12 月１日

から平成 29 年２月 28 日まで）に係る要約四半期連結財務諸表について、新創監査法人による四半

期レビューを受けております。 
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１．【要約四半期連結財務諸表】 

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】 

（単位：千円） 

 注記 
前連結会計年度 

(平成28年11月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間 

(平成29年２月28日) 

資産       

  流動資産       

    現金及び現金同等物 ８ 21,640,866 21,529,928 

    営業債権及びその他の債権 ８ 3,531,880 3,969,805 

    棚卸資産   67,298,309 66,707,794 

    その他の流動資産   121,444 27,108 

    流動資産合計   92,592,501 92,234,637 

  非流動資産       

    有形固定資産   3,595,898 3,560,522 

    投資不動産   21,728,740 21,819,727 

    無形資産   96,612 89,309 

    売却可能金融資産 ８ 1,441,167 1,371,074 

    営業債権及びその他の債権 ８ 1,235,065 1,178,750 

    繰延税金資産   557,392 432,290 

    その他の非流動資産   28,914 28,914 

    非流動資産合計   28,683,790 28,480,589 

  資産合計   121,276,292 120,715,227 

負債及び資本       

  負債       

    流動負債       

      営業債務及びその他の債務 ８ 2,955,289 3,572,046 

      借入金 ８ 9,387,249 6,207,196 

      未払法人所得税等   1,859,183 718,950 

      引当金   450,030 158,178 

      流動負債合計   14,651,752 10,656,372 

    非流動負債       

      営業債務及びその他の債務 ８ 4,349,965 3,924,817 

      借入金 ８ 60,772,064 63,204,074 

      退職給付に係る負債   413,376 423,102 

      引当金   79,049 19,086 

      非流動負債合計   65,614,455 67,571,080 

    負債合計   80,266,208 78,227,452 

  資本       

    資本金   6,421,392 6,421,392 

    資本剰余金   6,418,823 6,430,024 

    利益剰余金   28,120,304 29,558,628 

    その他の資本の構成要素   49,562 77,729 

    資本合計   41,010,083 42,487,774 

  負債及び資本合計   121,276,292 120,715,227 
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(2) 【要約四半期連結包括利益計算書】 

（単位：千円） 

 注記 
前第１四半期連結累計期間 

(自  平成27年12月１日 

  至  平成28年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年12月１日 

  至  平成29年２月28日) 

売上高 ５ 13,527,209 14,677,393 

売上原価   7,346,946 9,187,899 

売上総利益   6,180,262 5,489,493 

販売費及び一般管理費   2,137,822 1,791,178 

その他の収益   130,191 147,287 

その他の費用   45,130 17,581 

営業利益 ５ 4,127,501 3,828,021 

金融収益   30,491 32,853 

金融費用   243,181 202,091 

税引前四半期利益   3,914,810 3,658,783 

法人所得税   1,303,514 1,158,212 

四半期利益   2,611,296 2,500,571 

その他の包括利益       

後に純損益に振り替えられる可能性のある項目       

在外営業活動体の換算差額   △19,602 286 

売却可能金融資産の公正価値の純変動   △606 16,225 

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動   △1,257 11,655 

小計   △21,466 28,166 

税引後その他の包括利益   △21,466 28,166 

四半期包括利益   2,589,830 2,528,738 

        

四半期利益の帰属       

親会社の所有者   2,611,296 2,500,571 

四半期包括利益の帰属       

親会社の所有者   2,589,830 2,528,738 

 

親会社の所有者に帰属する１株当たり 
四半期利益 

   

基本的１株当たり四半期利益（円） ７ 54.08 51.79 

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ７ － － 
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】 

前第１四半期連結累計期間（自  平成27年12月１日  至  平成28年２月29日） 

（単位：千円） 

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
その他の 

資本の構成要素 
資本合計 

平成27年12月１日残高   6,421,392 6,373,881 23,327,875 105,228 36,228,378 

四半期利益   － － 2,611,296 － 2,611,296 

その他の包括利益   － － － △21,466 △21,466 

四半期包括利益   － － 2,611,296 △21,466 2,589,830 

剰余金の配当 ６ － － △772,544 － △772,544 

株式報酬   － 10,908 － － 10,908 

平成28年２月29日残高   6,421,392 6,384,789 25,166,628 83,762 38,056,573 

 

当第１四半期連結累計期間（自  平成28年12月１日  至  平成29年２月28日） 

（単位：千円） 

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
その他の 

資本の構成要素 
資本合計 

平成28年12月１日残高   6,421,392 6,418,823 28,120,304 49,562 41,010,083 

四半期利益   － － 2,500,571 － 2,500,571 

その他の包括利益   － － － 28,166 28,166 

四半期包括利益   － － 2,500,571 28,166 2,528,738 

剰余金の配当 ６ － － △1,062,248 － △1,062,248 

株式報酬   － 11,200 － － 11,200 

平成29年２月28日残高   6,421,392 6,430,024 29,558,628 77,729 42,487,774 
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

 注記 
前第１四半期連結累計期間 

(自  平成27年12月１日 

  至  平成28年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年12月１日 

  至  平成29年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー       

  税引前四半期利益   3,914,810 3,658,783 

  減価償却費   75,469 94,280 

  引当金及び退職給付に係る負債の増減額 
（△は減少） 

  △191,893 △267,470 

  受取利息及び受取配当金   △30,491 △32,853 

  支払利息   243,181 202,091 

  関係会社株式売却益   － △123,505 

  有形固定資産除却損   4,308 － 

  営業債権及びその他の債権の増減額 
（△は増加） 

  923,839 89,352 

  棚卸資産の増減額（△は増加）   △7,785,042 609,676 

  営業債務及びその他の債務の増減額 
（△は減少） 

  590,861 △345,820 

  その他   △55,792 17,645 

  小計   △2,310,747 3,902,180 

  利息及び配当金の受取額   30,490 32,852 

  法人所得税の支払額   △1,169,929 △2,155,586 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   △3,450,186 1,779,446 

投資活動によるキャッシュ・フロー       

  定期預金の払戻による収入   － 95,000 

  有形固定資産の取得による支出   △9,301 △1,424 

  投資不動産の取得による支出   △8,846 △162,150 

  無形資産の取得による支出   △2,740 △285 

  売却可能金融資産の取得による支出   △70 － 

  売却可能金融資産の回収による収入   － 7,153 

  売却可能金融資産の売却による収入   － 84,071 

  貸付金の回収による収入   18 18 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる収入 

  31,150 － 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に
よる収入 

  － 39,328 

  その他   18 － 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   10,229 61,711 

財務活動によるキャッシュ・フロー       

  短期借入金の純増減額（△は減少）   283,700 35,200 

  長期借入れによる収入   11,383,000 7,981,000 

  長期借入金の返済による支出   △5,769,397 △8,742,029 

  配当金の支払額   △772,816 △1,009,932 

  利息の支払額   △246,458 △215,718 

  その他   △1,701 △913 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   4,876,325 △1,952,393 

現金及び現金同等物の増減額   1,436,367 △111,235 

現金及び現金同等物の期首残高   18,791,081 21,640,866 

現金及び現金同等物に係る換算差額   △5,465 297 

現金及び現金同等物の四半期末残高   20,221,983 21,529,928 
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(5) 【要約四半期連結財務諸表注記】 

１．報告企業 

トーセイ株式会社は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所市場第一部並びにシンガポ

ール証券取引所メインボードに上場しております。平成29年２月28日に終了する３ヶ月間の要約四

半期連結財務諸表は、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）により構成されております。当

社グループは、主に不動産流動化事業、不動産開発事業、不動産賃貸事業、不動産ファンド・コン

サルティング事業、不動産管理事業の５事業を展開しております。各事業の内容については、注記

「５．セグメント情報」に記載しております。 

 

２．作成の基礎 

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を

満たすことから、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しており

ます。 

本要約四半期連結財務諸表は、平成29年４月７日に当社代表取締役社長山口誠一郎及び取締役

専務執行役員平野昇によって承認されております。 

 

(2) 測定の基礎 

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される資産・負債を除き、取得原価を基礎として

作成しております。 

 

(3) 表示通貨及び単位 

要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示しております。日本円で表示し

ているすべての財務情報は、千円未満を切り捨てして記載しております。 

 

３．重要な会計方針 

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一です。 

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、

負債、収益及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を行うことが義務付けられておりま

す。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合があります。 

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更は、見積りが変

更された会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。 

 

５．セグメント情報 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。当社グループは、事業別に包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しており、「不動産流動化事業」、「不動産開発事業」、「不動産賃貸事業」、「不動
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産ファンド・コンサルティング事業」及び「不動産管理事業」の５つを報告セグメントとしてお

ります。「不動産流動化事業」は、資産価値の劣化した不動産を再生し、販売を行っております。

「不動産開発事業」は、個人顧客向けのマンション・戸建住宅の分譲及び投資家向けの賃貸マン

ション・オフィスビル等の販売を行っております。「不動産賃貸事業」は、オフィスビルやマン

ション等の賃貸を行っております。「不動産ファンド・コンサルティング事業」は、不動産ファ

ンドのアセットマネジメント業務等を行っております。「不動産管理事業」は、総合的なプロパ

ティマネジメント業務を行っております。 

 

当社グループの報告セグメントごとの売上高及び損益は以下のとおりであります。 

 

前第１四半期連結累計期間 

（自  平成27年12月１日  至  平成28年２月29日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 調整額 合計 
 

不動産流動化

事業 

不動産開発

事業 

不動産賃貸

事業 

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業 

不動産管理

事業 

売上高    

外部顧客からの売上高 2,360,680 8,724,124 1,100,950 563,055 642,109 136,287 － 13,527,209 

セグメント間の売上高 － － 10,302 3,000 213,971 － △227,273 － 

合計 2,360,680 8,724,124 1,111,253 566,055 856,081 136,287 △227,273 13,527,209 

セグメント利益又は損失 182,239 3,580,469 461,773 210,019 28,018 △1,246 △333,773 4,127,501 

金融収益・費用（純額）        △212,690 

税引前四半期利益        3,914,810 

 

当第１四半期連結累計期間 

（自  平成28年12月１日  至  平成29年２月28日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 調整額 合計 
 

不動産流動化

事業 

不動産開発

事業 

不動産賃貸

事業 

不動産ファン

ド・コンサル

ティング事業 

不動産管理

事業 

売上高    

外部顧客からの売上高 10,939,298 969,058 1,471,596 468,943 828,497 － － 14,677,393 

セグメント間の売上高 － － 10,780 16,118 286,813 － △313,712 － 

合計 10,939,298 969,058 1,482,376 485,061 1,115,311 － △313,712 14,677,393 

セグメント利益又は損失 3,417,519 △173,472 660,837 159,698 75,813 555 △312,931 3,828,021 

金融収益・費用（純額）        △169,237 

税引前四半期利益        3,658,783 
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６．配当金 

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間における配当金支払額は、以下の通り

であります。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年12月１日 至 平成28年２月29日） 

決議 １株当たり配当額(円) 配当金の総額(千円) 基準日 効力発生日 

平成28年２月25日 

定時株主総会 
16 772,544 平成27年11月30日 平成28年２月26日 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年12月１日 至 平成29年２月28日） 

決議 １株当たり配当額(円) 配当金の総額(千円) 基準日 効力発生日 

平成29年２月24日 

定時株主総会 
22 1,062,248 平成28年11月30日 平成29年２月27日 

 

７．１株当たり利益 

 

前第１四半期連結累計期間 

(自  平成27年12月１日 

  至  平成28年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年12月１日 

  至  平成29年２月28日) 

親会社の所有者に帰属する四半期利益（千円） 2,611,296 2,500,571 

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 48,284,000 48,284,000 

基本的１株当たり四半期利益（円） 54.08 51.79 

(注) １  基本的１株当たり四半期利益は、親会社の所有者に帰属する四半期利益を、四半期連結累計期間中の発

行済普通株式の加重平均株式数により除して算出しております。 

   ２  希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 
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８．金融商品 

(1) 公正価値及び帳簿価額 

 金融資産・負債の公正価値及び要約四半期連結財政状態計算書に表示された帳簿価額は以下のと

おりであります。 

（単位：千円） 

 前連結会計年度 
(平成28年11月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間 

(平成29年２月28日) 

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 

現金及び現金同等物 21,640,866 21,640,866 21,529,928 21,529,928 

売却可能金融資産 1,441,167 1,441,167 1,371,074 1,371,074 

営業債権及びその他の債権 4,766,946 4,766,946 5,148,555 5,148,555 

営業債務及びその他の債務 7,305,255 7,305,255 7,496,863 7,496,863 

借入金 70,159,313 70,207,138 69,411,270 69,457,685 

 

 金融商品の公正価値算定方法 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入金） 

これらのうち短期間で決済されるものについては、帳簿価額は公正価値に近似しております。但

し、金利スワップ取引の公正価値は、金融機関による時価に基づいております。 

（売却可能金融資産） 

上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない金融資産や非

上場有価証券の場合には、当社グループは一定の評価技法等を用いて公正価値を算定します。評価

技法としては、最近における第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品価格の参照、割引キ

ャッシュ・フロー法等を使用しております。活発な市場における公表市場価格がなく、公正価値を

信頼性をもって測定できない有価証券に関しては取得原価で測定しております。 

（長期借入金） 

長期借入金のうち、変動金利によるものの公正価値については、短期間で市場金利が反映される

ため、帳簿価額に近似しております。固定金利によるものの公正価値については、元利金の合計額

を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。 

 

(2) 公正価値ヒエラルキー 

 以下は、金融商品を当初認識した後、公正価値で測定された金融商品の分析です。金融商品の公

正価値をレベル１からレベル３まで分類しております。 

 

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値 

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値 

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された 

      公正価値 
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（単位：千円） 

 前連結会計年度（平成28年11月30日） 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

売却可能金融資産 1,363,106 38 78,021 1,441,167 

公正価値で測定しその変動をその

他の包括利益を通じて測定する金

融負債（デリバティブ） 

－ 36,115 － 36,115 

 

（単位：千円） 

 当第１四半期連結会計期間（平成29年２月28日） 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

売却可能金融資産 1,300,227 － 70,846 1,371,074 

公正価値で測定しその変動をその

他の包括利益を通じて測定する金

融負債（デリバティブ） 

－ 18,449 － 18,449 

 

 レベル３に分類された金融商品に係る期首残高から第１四半期連結会計期間末残高への調整は、

以下のとおりであります。 

                                        （単位：千円） 

 当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成28年12月１日 
  至 平成29年２月28日) 

期首残高 78,021 

取得 － 

包括利益  

 損益 △42 

処分 △7,132 

第１四半期連結会計期間末残高 70,846 

 

９．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

２．【その他】 

該当事項はありません。 
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